
ロシア連邦の軍事侵攻により被害を受けているウクライナへの支援に

関する意見書

令和４年３月２日、沖縄県議会は、「ロシア連邦によるウクライナ侵攻に対

し、早期停戦、撤退と平和的手段による早期解決を求める決議」を全会一致

で可決した。さきの大戦末期、沖縄は一般住民を巻き込んだ凄惨な地上戦を

経験し、戦争のない平和な世界の実現に向けて、県民が一丸となって戦後の

復興に向けあらゆる困難を乗り越えてきた歴史的背景から、当該決議では、「さ

きの大戦がもたらした先人の苦難と教訓をもとに、我が国と世界の平和と発

展に資するために、東アジアの平和創造拠点づくりに努めることを宣言」し

ている。

また、県においても、沖縄県ウクライナ避難民等支援本部を立ち上げ、支

援を行い、さらに民間による避難者受入支援をサポートしている。

本県議会は、国際法違反及び国連憲章に反するロシア連邦による軍事行動

に改めて強く非難するとともに、命からがら戦火を逃げ惑い傷ついたウクラ

イナ国民を支援することが人道上の最大の支援と考えていることから、ウク

ライナ政府の必要とする避難民支援が実現されるよう沖縄県、日本政府及び

関係機関との調整を尽くし、沖縄だからこそ実施できるウクライナ国民への

支援に尽力することを改めて決意する。

よって沖縄県でのウクライナから避難した人々の円滑な受入れとその後の

支援に当たっては、国の責任において、在留許可、住居、就労、教育、医療

など多方面の支援を行っていく必要があることから、政府に対して、地方自

治体との連携を緊密にし、避難した人々の受入れに関する事業について、財

政面をはじめとする全面的な支援を行うことを強く要請する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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